
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券・・・・・・・・

（２）固定資産の減価償却の方法

建物(H19.4.1以降取得)、ｿﾌﾄｳｴｱ ・・

その他建物・機械器具・備品・・・・ 定率法によっている。

（３）引当金の計上基準

退職給付引当金・・・・・・・・・・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に

基づき、当期末に発生していると認められる額を計上している。

賞与引当金・・・・・・・・・・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当期に帰属する額を計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２．会計方針の変更

平成20年4月11日公益法人会計基準の改正に伴い、本会は平成21年度より導入している。

３．基本資産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本資産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本資産
310,517,230 130,059 2,800,000 307,847,289

0 0 0 0
310,517,230 130,059 2,800,000 307,847,289

特定資産
717,798,335 54,326,458 9,957,861 762,166,932

2,315,997,064 1,083,560,600 908,979,875 2,490,577,789
5,933,066 1,893 0 5,934,959

627,973,607 263,025 10,657,675 617,578,957
3,667,702,072 1,138,151,976 929,595,411 3,876,258,637
3,978,219,302 1,138,282,035 932,395,411 4,184,105,926

４．基本資産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本資産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（うち指定正味財 （うち一般正味財産 （うち負債に

産からの充当額） からの充当額） 対応する額）

基本資産
307,847,289 0 307,847,289 0

0 0 0 0
小　　　計 307,847,289 0 307,847,289 0

特定資産  
762,166,932 0 0 762,166,932

2,490,577,789 0 2,490,577,789 0
5,934,959 0 5,934,959 0

617,578,957 0 617,578,957 0
小　　　計 3,876,258,637 0 3,114,091,705 762,166,932

合　　　計 4,184,105,926 0 3,421,938,994 762,166,932

５．担保に供している資産  

短期借入金に供している資産 ・・・自由金利型定期預金　500,000,000円

６．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高（直接法)

　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価格 減価償却累計額 当期末残高
　 建物･構築物 856,809,810 652,039,921 204,769,889
　 機械器具・備品 159,148,963 151,321,735 7,827,228
　 車両運搬具 0 0 0

1,015,958,773 803,361,656 212,597,117
７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権金額 貸倒引当金 当期末残高

未収金 436,316,326 0 436,316,326

前払金、仮払金 5,693,554 0 5,693,554

442,009,880 0 442,009,880

８．保証債務 無し

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおり

帳簿価格 時　　　価 評価損益
国債 0 0 0
地方債 600,000,000 589,360,000 -10,640,000
金融債 0 0 0

600,000,000 589,360,000 -10,640,000

１０．補助金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 ～省略

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額

金　　　額

経常収益への振替額 0

減価償却費計上による振替額 0

0

１２．関連当事者との取引の内容 無し

１３．重要な後発事象 無し

１４．その他 無し
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